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1. 適用および基本方針 
 

1.1  適用 

 
・本マニュアルは、東京外かく環状国道事務所、東日本高速道路株式会社、中日本高速

道路株式会社が施工する東京外かく環状道路（関越～東名間）事業における工事の実

施に伴い発生する工事関係車両等の運行管理に関わる対応等に適用する。 
 

・東京外かく環状道路（関越～東名間）（以下、「東京外環」という）の事業における

トンネル工事等の各種工事から発生する発生土（以下、「発生土」という）を運搬す

るダンプトラックや資機材等を運搬するトレーラー等の工事車両の円滑な運行、工

事車両の運行による一般交通への影響の軽減、および発生土のトレーサビリティ管

理を実現するための交通マネジメントシステムの運用手法について、必要な基本事

項をとりまとめる。 
 
 

  



2 

1.2  基本方針 

 
・東京外環の工事において大量に発生することが見込まれる発生土の運搬車両や資機

材等の運搬車両等の工事車両の運行にあたり、工事の円滑な進捗の確保、混雑・渋滞

等の一般交通への影響の軽減、発生土のトレーサビリティ管理を目的とした交通マ

ネジメントシステムの運用について、下記の基本的な方針に基づき対応する。 
 
○「工事車両の円滑な走行」の実現 

周辺の道路交通状況に応じて、渋滞を極力避けた工事関係車両の運行管理、高速

道路への合流支援を行うなど、工事車両の円滑な運行を支援する。これとあわせ

て、工事車両の運行による一般交通への影響を最小限に抑える。 
 

○「発生土のトレーサビリティの確保」の実現 
発生土の運搬に関し、工事現場から仮置場、仮置場から受入地までの工事車両及

び発生土の運搬状況を記録・保存し、適切に処理していることを管理する。 
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2. 交通マネジメントシステムの運用体制等 
 

2.1  交通マネジメントシステムの全体像 

 
・交通マネジメントシステムの全体像は図 2-1 に示す通りである。 

 
 
 

 

図 2-1 交通マネジメントシステムの全体像 
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2.2  システム運用体制 

 
・交通マネジメントシステムは、東名 JCT、中央 JCT、大泉 JCT、青梅 IC に発着す

る発生土および資機材等の運搬車両の関東地方内での運行を対象とする。JCT・IC
ごとに複数の施工業者（JV）が車両を運行するものとする。 

・システム構成としては、JCT・IC ごとにシステムサーバを設置するものとし、各施

工業者は、事務所内に PC（以下、「JV 利用端末」という。）を設置し、JV 利用端

末からシステムサーバにアクセスできるものとする。 
 

・運用体制としては、各施工業者の担当者が事務所内から適宜システムサーバへアクセ

スし、工事実施状況および工事車両の運行状況を確認するとともに、必要に応じて車

両運転手への指示を行うものとする。また、運行計画策定段階においては、工事車両

運行計画等の作成・システムへの登録を行う。さらに、仮置場に運搬されたシールド

発生土を各施工業者が適切に管理するとともに、発生土の試験を行い、試験の結果を

システムに登録するものとする。 
 

 

図 2-2 システム運用体制イメージ  
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2.3  役割分担 

 
・交通マネジメントシステムの運用における役割分担は以下の通りとする。 
 
(1) システム統括管理者 

交通マネジメントシステムのシステム統括管理者は、外環国道事務所とする。シ

ステムの統括管理を行うとともに、運用改善に関する検討、システム改良検討等を

行うものとする。 
 

(2) 代表発注者 
外環工事は、4 箇所の現場（3JCT・1IC）にて工事が実施されるが、各 JCT では

発注者の異なる工事が混在しており、これらの工事が同時並行で実施される。発注

者の異なるこれらの工事を円滑に実施すべく、工事車両の効率的な運行を図るため、

各 JCT・IC で「代表発注者」をそれぞれ定め、各 JCT・IC において交通マネジメ

ントシステムの運用に関して共通的に必要となる業務等を行うこととする。 
各 JCT における「代表発注者」は、各 JCT における各会社からの工事発注の分

担状況等を踏まえ、以下のように選定した。 
 

代表発注者の役割 

代表発注者は、各 JCT・IC の代表者として、以下を実施する。 
 JCT 共通機器（システムサーバ（JCT 別）、入退場口 ETC、共用トラ

ックスケール）の調達・設置を行う。 
 各 JCT における個別工事の施工業者が使用する機器等の保守対応を

行う。 
各 JCTの代表発注者 

 東名 JCT：NEXCO 中日本 
 中央 JCT：NEXCO 中日本 
 大泉 JCT：NEXCO 東日本 
 青梅 IC ：未定 

 
(3) 代表施工業者（代表 JV） 

各 JCT・IC における施工業者（JV）のうち、1 事業者を代表施工業者（代表 JV）

として選定する。代表施工業者は、以下を実施するものとする。 
 工事車両需要調整において、同一 JCT（IC）での工事を担当する各施

工業者が作成する工事車両運行計画に基づき、工事車両需要調整に係

る作業を行う。 
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(4) 仮置場管理者 
仮置場については、各仮置場の整備を担当する工事施工業者が、仮置場管理者と

して、仮置場に設置する共用機器の調達・運用・保守を担当することとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 交通マネジメントシステムの運用における役割分担（案） 
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2.4  システム利用者 

 
・交通マネジメントシステムの利用者は、以下の通りとする。 

 
・利用者と役割、作業内容を表 2-1 に示す。また、システム利用権限を表 2-2 に示す。 

 

表 2-1 システム利用者と役割 

No 利用者 役割 作業内容 

1 外環国道事務所 工事発注者 JCTごとのシステム運用状況を確認する。 

2 NEXCO 工事発注者 担当工区のシステム運用状況を確認する。 

3 

JV（施工業者） 

運行管理者 
車両の運行状況の確認、車両運転手への指

示、トレーサビリティの確認を行う。 

4 車両運転手 発生土、資機材を運搬する。 

5 計画担当者 
工事車両運行計画の作成および需要調整、

運搬計画の作成を行う。 

6 仮置場管理者 仮置場の区画を管理する。 

7 試験担当者 発生土の試験・分析、結果登録を行う。 

8 システム保守業者 システム管理者 システムの保守管理を行う。 
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表 2-2 システム利用権限 

ユーザ権限 役割 システム利用内容 備考 

外環国道事

務所 
工事発注者 

・全工事の情報を閲覧可能とする。 

・トランシーバは使用しない。 

発注者事務所内

に確認用 PCを

設置し、

VNC/RDP 接続を

通じてシステム

を利用する。 

NEXCO 工事発注者 

・発注した範囲内の全工事について、

閲覧可能とする。 

・トランシーバは使用しない。 

 

施工業者 

運行管理者 

・受注した工事のデータを登録、閲

覧、編集可能とする。 

・トランシーバ親機により車両運転手

への指示を行う。 

自事務所にてシ

ステムを利用す

る。 

計画担当者 

・受注した工事の需要調整、運搬計画

データを登録、閲覧、編集可能とす

る。 

 

試験担当者 試験担当者 
・受注した工事の仮置場判定結果を登

録、編集可能とする。 

受注した工事の

施工業者事務所

にてシステムを

利用する。 

仮置場 

管理者 

仮置場 

管理者 

・担当する仮置場のデータのみ登録、

編集可能とする。 

仮置場 PCにて

システムを利用

する。 

システム 

管理者 

システム 

管理者 

・全データを閲覧、編集可能とする。 

・トランシーバは使用しない。 

・ETC利用車番号制度の利用に関する

申請を行う。 

・仮置場情報、受入先情報、ユーザ情

報等のマスタ管理を行う。 

サーバ室にてシ

ステムを利用す

る。 

なし 車両運転手 
・トランシーバ子機により運行管理者

との音声連絡を行う。 
- 
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2.5  対象車両・対象貨物 

 
・交通マネジメントシステムで取り扱う対象車両は、以下の通りとする。 
 
・交通マネジメントシステムで取り扱う対象車両、対象貨物および運搬経路を表 2-3 に

示す。 
 

表 2-3 対象車両および対象貨物 

No 車両 貨物種別 運搬経路 備考 

1 

ダンプトラック 

シールド発生土 

①発生元→関東地方の仮置場 

②関東地方の仮置場→関東地方

の受入先 

受入先が関東地

方外となる場合

は、仮置場まで

を取り扱う。 2 地上改変土 発生元→関東地方内の受入先 

3 

トレーラー 

セグメント 

資機材発生元→工事現場 

システム上では

目的地として工

事現場を登録す

る。資機材発生

元の名称、位置

情報は取り扱わ

ない。 

4 その他資材 
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3. 交通マネジメントシステムの運用 
 
・交通マネジメントシステムの運用フローを以下に示す。 
 
・「事前準備」ならびに「マスター情報の登録」は、交通マネジメントシステムの運

用を開始するにあたり、必要となる機器の調達・設置および交通マネジメントシス

テムの利用にあたってのマスター情報を登録するものである。 
・運用開始後、日常の運用においては、「工事車両需要調整」「運搬計画」「工事車

両運行管理」「合流支援」「トレーサビリティ管理」を実施する。 
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JCT 共通機器、事務所内機器、工区内機器、車両への設置機器

の調達・設置を行う 
 

交通マネジメントシステムの運用におけるマスター情報とし

て、工事情報・ユーザ情報、仮置場情報、受入先情報、入退場

管理用 ETC 路側機情報、ETC 車載器情報、GPS トランシー

バ情報、待機場所情報、トラックスケールと連動した ETC 路

側機情報または IC カードリーダ情報等の登録を行う。 
 

各工事別に工事車両運行計画を作成し、システムに登録する。 
システムに登録された工事車両運行計画に基づき、JCT ごと

に工事車両の需要調整を行う。 
 

各工事別に、確定した工事車両運行計画に基づき、工事実施日

ごとの運搬計画を作成し、システムに登録する。 
 

工事車両の運行状況（各車両の走行位置、積荷の有無等）をリ

アルタイムで把握する。工区内、仮置場等の工事車両滞留状況

及び主要な運行ルート上の渋滞・規制等の発生状況をリアルタ

イムで把握する。適宜、運行管理者と車両運転手間でトランシ

ーバを用いて連絡を行う。 
 

高速道路本線への合流部の上流側の交通流を常時モニタリン

グし、工事車両が合流可能な車間（合流可能ギャップ）の発生

状況を把握する。合流可能ギャップが出現した場合、工事車両

が適切なタイミングで合流できるよう、誘導員から運転手に発

進タイミングを指示する。なお、合流支援の実施対象箇所は、

中央 JCT とする。 
 
工事車両運行管理と連携して、工事車両の運行状況を把握する。

シールド発生土運搬車両については、指定された仮置場・区画

に発生土が運搬されることを確認する。仮置場に仮置きしてい

るシールド発生土について試験を行い、判定結果を登録する。 

図 3-1 交通マネジメントシステムの運用フロー 

  

事前準備 

工事車両 

需要調整 

マスター情報の

登録 

運搬計画 

車両運行管理 

合流支援 

トレーサビリティ 

管理 
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3.1  事前準備 

 
・交通マネジメントシステムの運用開始に向けた事前準備として、以下の作業を実施

する。 
(1)JCT 共通機器の調達・設置 
(2)事務所内機器の調達・設置 
(3)工区内機器の調達・設置 
(4)車両への設置機器の調達・設置 

 
(1) JCT 共通機器の調達・設置 

代表発注者が、JCT 共通機器（システムサーバ（JCT 別）、入退場口 ETC、共用

トラックスケール）の調達・設置を行う。また、各施工業者に配布する GPS トラン

シーバの調達・管理を行う。 
 

(2) 事務所内機器の調達・設置 
各施工業者が、交通マネジメントシステムを操作するための JV 利用端末を調達

し、事務所内に設置する。なお、JV 利用端末へのソフトウェアのインストール、初

期設定およびシステムサーバとの通信確認は、システム構築業者が行う。 
 

(3) 工区内機器の調達・設置 
各施工業者が、工区内において発生土運搬車両の発生土積載量を計量するための

トラックスケールを調達し、工区内に設置する。また、発生土積載量の計量結果と

車両情報を対応付けたデータを生成して ETC・計量管理サーバへ送信するため、

ETC 路側機（車両識別を IC カード等により実施する場合は、IC カードリーダ等の

車両識別機器等）を調達し、トラックスケールとあわせて工区内に設置する。 
なお、ETC を設置する場合は、電波法の規定に基づく無線局申請手続きが必要と

なるため、運用開始時期に支障が出ないよう、事前に申請手続きを行う。 
 

(4) 車両への設置機器の調達・設置 
各施工業者は、ETC 車載器、GPS トランシーバ、（車両識別を IC カード等によ

り実施する場合は、IC カード）を、当該工事で使用する全ての工事車両に設置する。 
このうち、ETC 車載器については、既に工事車両に搭載済みの場合は、それをそ

のまま活用する。なお、ETC の利用にあたっては、「ETC 利用車番号サービス」

（仕組みについては、次頁参照）を利用することとし、当該サービスの利用にあた

り適宜必要な手続きを行うものとする。 
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発生土積載量の計測時に、車両識別を IC カードで行う場合は、各施工業者は、工

事車両 1 台ごとに IC カードを 1 枚発行し、工事車両に搭載する。また、IC カード

と車両番号を対応付けたデータを作成する。 
代表発注者は、GPS トランシーバを各施工業者に配布する。各施工業者は、代表

発注者より貸与された GPS トランシーバを、当該工事で使用する全ての工事車両

に 1 台ずつ搭載する。 
 
 

【参考】ETC 利用車番号サービスについて 
ETC 利用者番号サービスとは、車載器の機能の一部を民間事業者等が利用できるよう

にした仕組みである。利用車番号を活用することで、高速道路事業者以外の民間事業者

による ETC 活用が可能となる。また、民間事業者が利用車番号を用いて ETC 利活用

サービスを運用する際には、（一財）ITS サービス高度化機構（以下、「ITS-TEA」と

する）との契約手続きが必要となる。 
 
【利用車番号の仕組み】 
①利用者が所有する ETC 車載器の車載器管理番号の申告を受ける 
②車載器管理番号を管理主体（ITS-TEA）に照会し利用車番号を得る 
③利用車番号と契約情報を紐付けて契約者 DB に事前登録 
④路側無線装置が ETC 車載器から読み取った利用車番号を契約者 DB に照会 
 

 
利用車番号の仕組み 

参考 URL：https://www.its-tea.or.jp/entities/noService_mechanism.php  
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3.2  マスター情報の登録 

 
・交通マネジメントシステムの運用におけるマスター情報として、以下の情報をシス

テムに登録する。 
(1)工事情報・ユーザ情報 
(2)仮置場情報 
(3)受入先情報 
(4)入退場管理用 ETC 路側機情報 
(5)ETC 車載器情報 
(6)GPS トランシーバ情報 
(7)トラックスケールと連動した ETC 路側機情報・IC カードリーダ情報 
(8)待機場所情報 
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マスター情報の登録にあたり、関係者間の連携・調整が必要となる「(5)ETC 車載器

情報の登録、「(6) GPS トランシーバ情報の登録」について、業務フローを以下に示

す。 
各工事で使用する車両の ETC 車載器情報、GPS トランシーバ情報を発注者と施工

業者との間で共有するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2 ETC車載器情報の登録の業務フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 GPS トランシーバ情報の登録 ETC車載器情報の登録の業務フロー 

 
  

発注者（JCTの代表発注者） 発注者 システム保守業者 施工業者（JV）

工事車両のETC車載器情報を

リスト化したファイルを作成

作成したファイルを発注者に送

付する

施工業者から送付されたデー

タを確認する

作成したファイルをシステム保

守業者に送付

施工業者から送付されたファ

イルを確認する

保守対応結果報告を受ける。

車両情報、利用車番号等の対

応付けを行い、システムへ登録

する

保守対応実施結果を報告する

ETC利用車番号サービスの利

用申請を行う。（利用車番号を

取得する）

発注者（JCTの代表発注者） 発注者 システム保守業者 施工業者（JV）

工事車両の台数を整理し、GPS
トランシーバの必要台数を把

GPSトランシーバの必要台数を

通知する

施工業者のGPSトランシーバの

必要台数を確認する

GPSトランシーバの必要台数を

確認し、GPSトランシーバを貸

保守対応結果報告を受ける。

システムへ登録する

GPSトランシーバ番号とグルー

プIDを対応付けたファイルを作

成する

保守対応実施結果を報告する

作成したファイルを送付する受領したファイルを確認する

施工業者から送付されたファイ

ルを確認する
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(1) 工事情報・ユーザ情報の登録 
 

・交通マネジメントシステムを各施工業者が利用できるようにするため、工事情報

およびユーザ情報を登録するものである。 
・工事情報およびユーザ情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・代表発注者は、システム保守業者に、新たに開始される工事に関する情報を提供

する。 
・システム保守業者は、代表発注者より提供された情報の内容に従って、工事情報

をシステムに登録するとともに、ユーザ情報を登録する。 
・なお、交通マネジメントシステムの初期導入（構築）時は、システム構築事業者

が、各発注者（NEXCO 中日本、NEXCO 東日本、外環国道事務所）より工事情

報を収集し、直接データベースに登録するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 工事情報の登録画面 

 
 
 
 
 
 
 

図 3-5 ユーザ情報の登録画面  

工事名、工種、発注者名称、施工業

者名称等を入力し、「登録」ボタン

をクリックして登録する。 

工事名ごと、ユーザ権限ごとに ID、

パスワードを入力し、「登録」ボタ

ンをクリックして登録 
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(2) 仮置場情報の登録 
 

・外環工事で使用する発生土の仮置場情報及び使用する仮置場区画の情報をシステ

ムに登録するものである。 
・仮置場情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・代表発注者は、各発注者から仮置場に関する情報を収集する。 
・ここで収集する情報には、仮置場の名称・所在地・仮置場管理者等の情報に加え、

仮置場区画の区分に関する情報、各仮置場区画を使用する工事名、仮置場区画の

搬入順序も含むものとする。 
・代表発注者は、システム保守業者に対し、仮置場に関する情報を提供する。 
・システム保守業者は、代表発注者より提供された情報の内容に従って、仮置場に

関する情報を入力する。また、システム保守業者は、運搬する発生土の密度（ボ

ーリング調査等に基づき、あらかじめ算出した試算値）に応じて、各仮置場区画

の搬入自動終了台数を登録する。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6 仮置場情報の登録画面 

 
 

  

仮置場名称、所在地、所有者名、満

車台数、アラート台数を入力し、

「登録」ボタンをクリックして登録
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図 3-7 仮置場区画情報の登録画面 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-8 仮置場区画の搬入順の登録画面 

 
 
 
  

工事ごとに、あらかじめ定められた

区画の搬入順を登録する 

仮置場区画ごとに、当該区画を使用

する工事名を登録する 
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図 3-9 仮置場区画の搬入自動終了台数入力画面 

 
 
 
  

運搬する発生土の密度に応じて、 
仮置場区画の搬入自動終了台数を 
入力する 
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(3) 受入先情報の登録 
 

・外環工事で使用する発生土の受入先の情報をシステムに登録するものである。 
・受入先情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・代表発注者は、各発注者から受入先に関する情報を収集する。 
・代表発注者は、システム保守業者に対し、受入先に関する情報を提供する。 
・システム保守業者は、代表発注者より提供された情報の内容に従って、受入先に

関する情報を入力する。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-10 受入先情報の登録画面 

 
 

  

受入先名称、所在地、所有者名、受入先の工事名称、満

車台数、アラート台数等を入力し、「登録」ボタンをク

リックして登録する。 
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(4) 入退場管理用 ETC 路側機情報の登録 
 

・各 JCT・IC および仮置場の入退場口に設置する ETC 路側機に関する情報を登録

するものである。 
・ETC 路側機情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・代表発注者は、JCT の入退場口に設置する ETC 路側機の情報をシステム保守業

者に送付する。 
・システム保守業者は、代表発注者から提供された情報に基づき、ETC 路側機情報

をシステムに登録する。その際、工事現場（各 JCT）に設置する ETC 路側機を

登録する際には、「発生元」を選択する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-11 ETC路側機情報の登録画面 

 
 

  

拠点に関する情報、分類、路側機管理番号、工事名を入力

し、「登録」ボタンをクリックして登録する。 
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(5) ETC 車載器情報の登録 
 

・ETC を用いた工事車両の入退場管理を行うにあたり、外環工事において走行す

る工事車両の ETC 車載器情報を登録するものである。 
・ETC の利用にあたっては、「ETC 利用車番号サービス」を利用することとする。 
・ETC 車載器情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・施工業者は、工事車両に搭載した ETC 車載器情報と車両番号を対応付けたファ

イル（CSV 形式）を作成する。 
・ETC 車載器情報と車両番号の対応付けを行う対象車両は、発生土運搬車両、資機

材運搬車両の別を問わず、工事で使用される全ての車両を対象とする。 
・上記で作成したファイルをシステム保守業者に送付する。 
・システム保守業者は、施工業者から受領したファイルをもとに、ETC 利用車番号

サービスの利用に必要な手続きを行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-12 ETC車載器情報の登録画面 

  

「一括取込」をクリック後に表示される登録画面に

てファイルを選択して「登録」ボタンをクリックし

て登録する 
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(6) GPS トランシーバ情報の登録 
 

・GPS を用いた工事車両の運行管理（動態把握）を行うにあたり、外環工事におい

て走行する工事車両に搭載する GPS 機能付きトランシーバ情報をシステムに登

録するものである。 
・GPS トランシーバ情報の登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・施工業者は、工事車両に搭載する GPS トランシーバの機器番号の一覧ファイル

（CSV 形式）を作成する。このとき、工事車両について、いくつかのグループを

設定し、グループ単位での同報通話を行う場合は、GPS トランシーバの機器番号

とグループ ID とを対応付けて整理する。 
・上記で作成したファイルをシステム保守業者に送付する。 
・システム保守業者は、受領したファイルをシステムに登録する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-13 GPSトランシーバ情報の登録画面 

 
 
 
 

  

「一括取込」をクリック後に表示される登録画面にて

ファイルを選択して「登録」ボタンをクリックして登

録する 
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(7) トラックスケールと連動した ETC 路側機情報・IC カードリーダ情報の登録 
 

・工事車両ごとの運搬 1 回ごとの発生土積載量を管理するため、各工区内に設置す

るトラックスケールを用いて車両ごとに計量を行い、計量結果データと車両番号

との対応付けを行い、ETC・計量管理サーバへ送信する。ここで、車両を識別す

る方法としては、ETC または IC カードによる識別を行うものとする。 
・ここで、車両の識別に用いる ETC 路側機情報または IC カードリーダ情報をシス

テムに登録する。 
・ETC 路側機情報または IC カードリーダ情報の登録は、システム保守業者が行う

ものとする。 
 
・施工業者は、トラックスケールによる計量を行う際の車両識別に用いる ETC 路

側機情報を整理したファイル（CSV 形式）を作成する。車両識別を IC カードで

行う場合は、トラックスケールと連動した IC カードリーダ情報を整理したファ

イル（CSV 形式）を作成する。 
・上記で作成したファイルをシステム保守業者に送付する。 
・システム保守業者は、受領したファイルに基づき、ETC 路側機情報または IC カ

ードリーダ情報をシステムに登録する。 
 

＜ETC 路側機情報の登録＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜IC カードリーダ情報の登録＞ 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-14 ETC路側機情報・ICカードリーダ情報の登録画面  
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※トラックスケールでの計量データの送信に関する車両識別を IC カードを用いて

行う場合 
 
・車両の識別に用いる IC カード番号と車両番号を対応付けて整理したファイル

（CSV 形式）を作成する。 
・上記で作成したファイルをシステム保守業者に送付する。 
・システム保守業者は、受領したファイルをシステムに登録する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-15 ICカード情報の登録画面 

 
 

  

「一括取込」をクリック後に表示される登録画面にて

ファイルを選択して「登録」ボタンをクリックして登

録する 
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(8) 待機場所情報の登録 
 

・工事現場（発生元）～仮置場間、工事現場（発生元）～受入先間において、工事

車両の待機場所を運用するにあたり、待機場所に関する情報を登録する。 
・待機場所情報の登録は、施工業者が行うものとする。 
 
・待機場所の名称、満車台数、アラート台数を入力する。車両存在台数管理（後述）

においては、ここで入力した「アラート台数」に基づき、車両存在台数がアラー

ト台数を超過した場合にアラート表示される。 
・具体的な位置・範囲は、「マップ描画」ボタンをクリックして表示される地図上

にて、任意の大きさの長方形のエリアで指定するものとする。 
・なお、ここで登録された待機場所に関する情報は、登録した施工業者以外も参照

できるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 3-16 待機場所情報の登録画面 

 
 
 

  

待機場所の名称、満車台数、アラート台数を入力、 
「マップ描画」で表示される地図画面上で位置・範囲を指定し、 
「登録」ボタンをクリックしてシステムに登録 
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3.3  工事車両需要調整 

 
工事車両需要調整の業務フローを以下に示す。工事車両需要調整における関係者は、

施工業者と、各 JCT で定める代表施工業者（代表 JV）、および JCT 内の他の施工業

者となる。 
工事車両需要調整の実施にあたっては、代表施工業者（代表 JV）と連携して実施す

るものとする。また、必要に応じて、施工業者間で協議・調整等を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-17 工事車両需要調整の業務フロー 

 
 
 
 
 

  

代表施工業者（代表JV） （施工業者間）施工業者(計画担当者） システムによる支援

施工工程計画に基づき、工事

車両運行計画を作成する

（1週間～1ヶ月分程度）

適正化需要算出結果に基づく

工事車両運行計画を確認・修

正する

工事車両運行計画を確定する

・工事車両運行計画の作成

・適正化需要算出の実行

・適正化需要に基づく

工事車両運行計画の確定

各施工業者が作成した工事車

両運行計画に基づき、適正化

需要の生成処理を実行する

必要に応じて、施工業者間で協

議・調整を行う

・工事車両運行計画の登録
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(1) 工事車両運行計画の作成 
 

・施工業者は、工事車両運行計画ファイルを作成する。 
・工事車両運行計画のフォーマット（エクセル形式）は、交通マネジメントシステ

ムよりダウンロードできるものとする。 
 
・工事車両運行計画においては、1 週間～1 ヶ月程度の期間を対象とし、日別・時

間帯別・車種別の運行予定台数及び工事時間帯、需要調整方法等の与条件を所定

フォーマットに入力する。なお、1 回に作成する工事車両運行計画の対象期間お

よび作成の頻度等については、施工業者間で協議の上で適切に定めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-18 工事車両運行計画フォーマットのダウンロード画面 

 
 
 
 
 
 

 

「ダウンロード」ボタンをクリックし、

フォーマットをダウンロード 
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図 3-19 工事車両運行計画フォーマット 

 

工事車両運行計画 ※黄色で着色した欄に入力してください

工事名称

計画開始日 (土) ←工事車両運行計画を入力した最初の日付を入力

計画終了日 (土) ←工事車両運行計画を入力した最後の日付を入力

工事時間帯 時台 ～ 時台 ←工事車両を運行させることができる時間帯を入力

需要調整方法 (1：近傍の時間帯への振り分けを優先　／ 2：より早い時間への振り分けを優先　／ 3：より遅い時間への振り分けを優先）　←工事車両需要が合流可能台数を超過した場合に、需要を他の時間へ割り当てる際の条件を選択して入力

0時台 1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ダンプ 0

トレーラー 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2016/9/2 金

年月日 曜日 車種
時間帯

2016/9/1 木

合計

2016/9/7

2016/9/6

2016/9/5

2016/9/4

2016/9/3

水

火

月

日

土

日別・時間帯別の工事車両運行計画を入力 
（対象期間：1 週間～1 ヶ月程度） 
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(2) 工事車両運行計画の登録 
 

・施工業者は、JV 利用端末上で作成した工事車両運行計画ファイルをシステムへ

登録する。 
 
・登録する工事車両運行計画の対象期間（１週間～１ヶ月程度と想定）の事前（対

象期間の最初の日付の 7 日程度前までを想定）に、工事車両運行計画をシステム

に登録するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-20 工事車両運行計画登録画面 

 
 
 
 

  

ファイルを指定し、「登録」ボタンを

クリックして登録する 
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(3) 適正化需要算出の実行 
 

・代表施工業者（代表 JV）は、「適正化需要」の算出処理を実行する。 
 
・適正化需要の算出処理の実行にあたっては、処理の「対象期間」および「適正化

手法」等を設定した上で実行するものとする。なお、処理対象期間については、

施工業者間で協議の上、適切に定めるものとする。 
・適正化需要の算出処理は、処理の「対象期間」の最初の日付の 1 週間前に実施す

るものとする。 
・「適正化手法」については、JCT ごとの高速道路本線への合流部の運用状況に基

づき、以下のうち適切な手法を選択するものとする。 
 本線交通状況に応じた工事車両の発進制御等を実施している場合 

（中央 JCTを想定） 

 ⇒「車頭時間分布の理論値に基づく評価」を選択する。 
また、「合流車頭時間（合流可能ギャップ）」等の与条件を設定する。

なお、初期設定では、「合流車頭時間（合流可能ギャップ）」を、既往

の中央 JCT での合流支援運用における実績値に基づき 6 秒とする。な

お、「合流車頭時間（合流可能ギャップ）」については、運用状況を踏

まえ、随時見直しを行うものとする。 
 本線交通状況に応じた工事車両の発進制御等を実施していない場合 

（東名 JCTを想定） 

 ⇒「HCM に基づく評価」を選択する。 
また、「渋滞の判定閾値とするサービス水準」等の与条件を設定する。

なお、初期設定では、「渋滞の判定閾値とするサービス水準」は「E」

とし、サービス水準が「E」以上になるように需要調整を行うものとす

る。なお、閾値については、運用状況を踏まえ、随時見直しを行うもの

とする。 
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図 3-21 適正化需要算出実行画面  

外環交通マネジメントシステム

2015/12/12 11:11:11

一覧表示
需要調整 マスタ管理新規取込

マスタ管理
▮適正化実行

合流可能ギャップ（秒）

HCMに基づく評価

車頭時間分布の理論値に基づく評価

合流可能台数の補正係数（低減率）

適正化実行

▮本線交通量データ取込

登録 キャンセル

参照

▼

最終実行日時：yyyy年mm月dd日hh:mm:ss

調整対象期間

需要調整評価方法

～

運用サイクルの最小値（秒）

本線のサービス水準の評価基準 ▼

対象期間、需要調整評価方法を入力し、 
「適正化実行」ボタンをクリックする 
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(4) 適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画の確定 
 

・施工業者は、適正化需要出力結果を確認する。 
・施工業者は、必要に応じて、所定の範囲内で適正化需要算出結果に基づく工事車

両運行計画を変更できるものとする。 
・施工業者は、適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画を変更した場合、シ

ステムに再登録する。 
・なお、適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画を確認し、変更がない場合

は、そのまま工事車両運行計画をシステム上で確定する。 
 
・工事車両運行計画の変更の必要がない場合でも、必ず工事車両運行計画の確定を

行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-22 適正化需要算出結果確認画面 

 
  

外環交通マネジメントシステム

2015/12/12 11:11:11

一覧表示
需要調整 工事車両運行計画詳細新規取込

▮工事名 ▮計画日中央JCT A工事 2015/11/1 日曜日

計画情報

▮状態 適正化済

▮登録済計画

▮適正化計画

▮工事車両需要

確定 キャンセル

▮全工事需要

マスタ管理

0時台 1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台

0 0 0 0 0 0 30 30 30 30 30 30

12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台

40 40 40 40 40 40 40 0 0 0 0 0

0時台 1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台

0 0 0 0 0 0 30 30 30 30 30 30

12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台 23時台

30 30 30 30 30 30 30 30 30 10 0 0

適正化需要算出結果を確認する 

・適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画を変更する場合は、画面上

で各時間帯の工事車両運行台数を入力（変更）し、確定する。 
・適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画の変更の必要がない場合、そ

のまま確定する。 
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 止むを得ない事由により、適正化需要算出結果に基づく工事車両運行計画に従

った車両の運用が困難である場合 
 
・施工業者は、同一 JCT 内の施工業者間で協議し（定期的に行う調整会議等を想

定）、工事車両運行計画の調整を適宜行うものとする。 
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3.4  運搬計画 

 
運搬計画の業務フローを以下に示す。運搬計画における関係者は、施工業者と、仮置

場管理者、受入先担当者、および JCT 内の他の施工業者となる。 
運搬計画の登録にあたっては、定期的に JCT 内の施工業者間で調整・確認を行うも

のとし、また、各仮置場の仮置場管理者ならびに各受入先担当者と連携して、運搬計画

を共有する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-23 運搬計画の業務フロー 

 
 
 
 
 

  

仮置場管理者／受入先担当者 （施工業者間） システムによる支援施工業者(計画担当者）

日別の使用車両、出発地、

目的地等の運搬計画を作成

各施工業者より、工事実施日

当日の運搬計画を受領する

JCT内関係者間で運搬計画を

調整する

（1週間に1回程度を想定）

・運搬計画の作成

工事車両を運行させる

（車両運行管理のフロー参

照）

工事車両運行状況を踏まえ、

必要に応じて運搬計画を修

正する

運搬計画を、仮置場および

受入先へ通知する

工事車両需要調整を行う

（工事車両需要調整

のフロー参照）

・運搬計画の登録
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(1) 運搬計画の作成 
 

・施工業者は、運搬計画ファイルを作成する。 
・運搬計画のフォーマット（CSV 形式）は、交通マネジメントシステムよりダウン

ロードできるものとする。 
 
・「運搬計画」は、運搬で使用予定の各工事車両の運搬予定日、出発地（発生元や

仮置場等）、目的地（仮置場や受入先等）、運転手名等の情報である。 
・運搬計画のフォーマットとして、下記の 3 種類のファイルが存在する。運搬を行

う場面や車種に応じて、適切なフォーマットを使用する。 
 発生元（工事現場）からの発生土の搬出の計画 

：発生土（発生元出発）運搬計画フォーマット 
 仮置場からの発生土の搬出の計画 

：発生土（仮置場出発）運搬計画フォーマット 
 発生元（工事現場）への資機材の搬入の計画 

：資材運搬計画フォーマット 
・運搬計画は、工事車両需要調整にて確定した工事車両運行計画を遵守するように

作成するものとする。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-24 運搬計画フォーマットのダウンロード画面 

  

「ダウンロード」ボタンをクリック

し、フォーマットをダウンロード 
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図 3-25 運搬計画のフォーマット別の入力項目 

 
 
 

  

①発生元出発 ②仮置場出発 ③資材
運搬開始年月日 運搬開始年月日 運搬開始年月日

ETC車載器管理番号 ETC車載器管理番号 ETC車載器管理番号

トランシーバ番号 トランシーバ番号 トランシーバ番号

運転者氏名 運転者氏名 セグメント番号

土壌種類 土壌種類 備考

出発地種類 仮置場1

出発地 仮置場区画ID1

目的地種類 目的地種類1

目的地 目的地1

仮置場区画番号 仮置場2

備考 仮置場区画ID2

目的地種類2

目的地2

備考 必須項目
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(2) 運搬計画の登録 
 

・施工業者は、JV 利用端末上で作成した運搬計画ファイルを作成し、システムへ

登録する。 
 
・工事実施日の前日までに、運搬計画をシステムに登録するものとする。 
・なお、運搬計画の登録後、工事実施日の前日までは、必要に応じて運搬計画の登

録内容を変更（修正）できるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-26 運搬計画の登録画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-27 運搬計画の登録内容変更（修正）画面  

ファイルを指定し、「登録」ボタンを

クリックして登録する 

変更内容を入力し、「登録」ボタンを

クリックして登録する 
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(3) 運搬計画の通知 
 

・施工業者は、工事実施日当日の運用開始時に、運搬計画ファイル（CSV 形式）を

仮置場管理者および受入先担当者にメールで通知する。 
 
・工事実施日当日に、当日の運搬計画を仮置場管理者ならびに受入先担当者に送付

し、施工業者～仮置場管理者間、施工業者～受入先担当者間で運搬計画を共有す

るものとする。 
・仮置場管理者ならびに受入先担当者は、施工業者から受領した運搬計画により、

工事実施日当日に各仮置場または受入先を利用する車両を把握する。 
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3.5  車両運行管理 

 
(1) 一次運搬（発生元→仮置場間の発生土の運搬） 

車両運行管理（一次運搬）の業務フローを以下に示す。一次運搬における関係者

は、施工業者（運行管理者）、施工業者（車両運転手）、仮置場管理者となる。 
一次運搬に関する車両運行管理にあたっては、施工業者内の運行管理者と車両運

転手間で連携して行うとともに、仮置場区画の適正な利用を図るため、仮置場管理

者と連携するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-28 車両運行管理（一次運搬）の業務フロー 

  

仮置場管理者 施工業者(運行管理者） 施工業者(車両運転手） システムによる支援

仮置場区画の利用状況を確

認する

・発生元での搬出確認

車載機器をセットし、走行を開

始する

発生元へ向かって走行する

運搬計画

（運搬計画のフロー参照）

車両位置、運行状況を確認し、

必要に応じて運行指示を出す

発生元へ入場する

発生土を積載し、トラックス

ケールで計量する

工事現場内の工事車両存在

台数を確認する

工事現場から出場し、高速道

路本線へ合流する

合流支援

（合流支援のフロー参照）

仮置場へ向かって走行する車両位置、運行状況を確認し、

必要に応じて運行指示を出す

仮置場へ入場する

所定の仮置場区画へ発生土を

降ろす

仮置場から出場する

・仮置場での搬入確認

仮置場内の工事車両存在台

数を確認する

・発生元～仮置場の運搬状況確

認

・工事車両存在台数管理

仮置場区間単位で、搬入が完

了したことを把握する

使用する仮置場区画を確認す

る

・工事車両存在台数管理

搬入が完了した仮置場区画

へ、工事車両が進入しないよ

う、仮置場区画を適切に管理

する

搬入が完了した仮置場区画

がある場合、当該仮置場区画

を使用している施工業者に連

絡する

・仮置場利用状況の確認
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① 発生元での搬出確認 
 

・発生元での搬出時、搬出車両の認識及び積載重量の記録を行う。 
 
・発生元の出口付近に ETC を設置し、ダンプトラックの搬出時に ETC ゲートを通

過して車両認識を行う。 
・ダンプトラック（車両運転手）は、搬出前にトラックスケールで積載重量の計量

を行い、ETC（車両識別を IC カード等により実施する場合は、IC カードリーダ

等の操作）による通信を行い、計量データを ETC・計量管理サーバへ送信する。 
・施工業者（運行管理者）は、必要に応じて、ETC で確認した車両認識結果と運搬

計画の内容をシステム上で確認する。 
 

 

図 3-29 発生元での搬出確認画面 

  

詳細画面で運搬計画情報、 
出発地通過時刻、目的地 
通過時刻、積載重量等 
を確認 

車両ごとに出発地、目的地、 
通過状況をリアルタイムで 
一覧表示 
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② 発生元～仮置場の運搬状況確認 
 

・施工業者（運行管理者）は、発生元から仮置場まで、ダンプトラックによる発生

土運搬状況を確認する。 
・施工業者（運行管理者）は、ダンプトラックに搭載したトランシーバの GPS 機

能を活用し、ダンプトラックの走行位置をリアルタイムで把握する。 
 
・各ダンプトラックの走行位置を、施工業者事務所等にて交通マネジメントシステ

ムで地図表示する。 
・施工業者の運行管理者は、走行位置に異常がみられた場合や、運行ルート上で渋

滞・事故等が発生した場合など、必要に応じてトランシーバにて車両運転手への

連絡を行う。 
⇒連絡・指示方法は、図 3-39 工事車両への連絡・指示の方法(イメージ)参照 

 

 
 
 
 
 
 

図 3-30 運搬状況確認画面 

  

走行車両の位置等を 

地図上に表示する。 

ダンプトラックの 
表示アイコンイメージ 10

運転手氏名
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③ 仮置場での搬入確認 
 

・仮置場での搬入時に車両の認識を行う。 
・車両認識により、各車両が使用する仮置場区画番号の表示を行う。 

 
・仮置場入場口に ETC を設置し、ダンプトラックの搬入時に ETC ゲートを通過し

て車両認識を行う。 
・ETC で確認した車両認識結果より、各ダンプトラックに設定された仮置場区画

番号が電光掲示板等で表示される。 
・車両運転手は、電光掲示板等で表示された仮置場区画に行き、発生土を降ろす。 
・施工業者は、必要に応じて、仮置場への搬入時刻等を確認する。 

※交通マネジメントシステムでの表示内容は、「3.5 (1) ① 発生元での搬出確認」

と同様とする。 
 

 

図 3-31 仮置場区画番号の表示イメージ 

 
  

○○あ 00-00 

A 区画 

電光板 

・・・ E F G 

D A B C 

○仮置場 

ETC 路側機 

ETC 

入口通過時に車両認識し、

区画番号を表示 
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④ 仮置場利用状況の確認 
 

・仮置場管理者は、仮置場区画ごとの発生土の搬入状況を確認する。 
・仮置場管理者は、搬入が終了した仮置場区画がある場合（仮置場区画が満杯とな

った場合）、当該仮置場区画を使用している施工業者に電話連絡し、仮置場管理

者と施工業者間で仮置場利用状況を共有する。 
 

・仮置場管理者は、仮置場 PC より仮置場区画ごとの搬入状況を随時確認し、一次

運搬において搬入が終了した仮置場区画がある場合、当該仮置場区画を使用して

いる施工業者へ、搬入終了を連絡する。 
・仮置場管理者は、施工業者へ搬入終了を連絡した後は、当該仮置場区画へ車両が

流入しないよう、適切に管理するものとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 3-32 仮置場利用状況表示画面 

 

 
 

  

・仮置場区画の利用状況を確認する 
・搬入が完了した仮置場区画は、状態が「満」と表示される。 
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(2) 二次運搬（仮置場→受入先間の発生土の運搬） 
 
工事車両運行管理（二次運搬）の業務フローを以下に示す。関係者は、施工業者

（運行管理者）、施工業者（車両運転手）、仮置場管理者となる。 
二次運搬に関する車両運行管理にあたっては、施工業者内の運行管理者と車両運

転手間で連携して行うとともに、仮置場の利用状況（搬出の完了等）を迅速に把握

するため、仮置場管理者と連携するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-33 工事車両運行管理（二次運搬）の業務フロー 

 
 

  

施工業者(運行管理者）仮置場管理者 施工業者(車両運転手） システムによる支援

車載機器をセットし、走行を開

始する

仮置場へ向かって走行する車両位置、運行状況を確認し、

必要に応じて運行指示を出す

仮置場へ入場する

発生土を積載し、トラックス

ケールで計量する

仮置場内の車両台数を確認す

る

仮置場から出場する

受入先へ向かって走行する
車両位置、運行状況を確認し、

必要に応じて運行指示を出す

受入先へ入場する

受入先へ発生土を降ろす

受入先から出場する

受入先内の車両存在台数を確

認する

搬出が完了した仮置場区画が

ある場合、当該仮置場区画を

使用している施工業者に連絡

する

搬出が完了した仮置場区画を

把握する

運搬計画

（運搬計画のフロー参照）

仮置場区画の利用状況を確

認する

・仮置場での搬出確認

・仮置場利用状況の確認

・仮置場～受入先の運搬状況確

認

・工事車両存在台数管理

・工事車両存在台数管理

・受入先での搬入確認
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① 仮置場での搬出確認 
 

・仮置場での搬出時、搬出車両の認識及び積載重量の確認を行う。 
 
・詳細は、「3.5 (1) ① 発生元での搬出確認」と同様とする。 
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② 仮置場～受入先の運搬状況確認 
 

・施工業者（運行管理者）は、仮置場から受入先まで、ダンプトラックによる発生

土運搬状況を確認する。 
・施工業者（運行管理者）は、ダンプトラックに搭載したトランシーバの GPS 機

能を活用し、ダンプトラックの走行位置をリアルタイムで把握する。 
 
・詳細は、「3.5 (1) ② 発生元～仮置場の運搬状況確認」と同様とする。 
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③ 受入先での搬入確認 
 

・受入先での搬入時に車両の認識を行う。 
 
・交通マネジメントシステムにてあらかじめ指定した受入先に各ダンプトラックが

進入した際に、受入先への搬入を記録する。 
・施工業者は、必要に応じて、受入先への搬入状況を交通マネジメントシステムで

確認する。 
※交通マネジメントシステムでの表示内容は、「3.5 (1) ① 発生元での搬出確認」

と同様とする。 
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④ 仮置場利用状況の確認 
 

・仮置場管理者は、仮置場区画ごとの発生土の搬出状況を確認する。 
・仮置場管理者は、搬出が終了した仮置場区画がある場合（仮置場区画が空となっ

た場合）、搬出終了をシステムに登録する。また、当該仮置場区画を使用してい

る施工業者に電話連絡し、仮置場管理者と施工業者間で仮置場利用状況を共有す

る。 
 
・仮置場管理者は、仮置場区画ごとの搬出状況を随時確認し、二次運搬おいて搬出

が終了した仮置場区画がある場合、搬出終了をシステムに登録するとともに、当

該仮置場区画を使用している施工業者へ、搬出終了を連絡する。 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 3-34 仮置場利用状況表示画面 

 

 
 

  

・搬出が完了した仮置場区画について、「搬出終了」を

クリックする。状態は「空」と表示される。 
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(3) 資機材運搬車両（トレーラー）の運行管理 
 
・施工業者（運行管理者）は、資機材の運搬を行うトレーラーの走行位置・走行

状態を把握する。 
・施工業者（運搬管理者）は、運搬する資機材の種別等により、現場への資機材

の到着順序を管理することが特に重要な場合、運行管理画面上で各資機材運搬

トレーラーの位置を監視し、適正な到着順序で現場に到着するよう、必要に応

じて運転手に待機指示等を行う。 
 
・特に、シールドセグメント等については、適正な到着順序で現場に到着するよ

うコントロールする必要があることから、シールドセグメントを運搬するトレ

ーラーの走行状況について、運行状況確認画面上に表示されるセグメント番号

をもとに、適切な順序で現場に到着するよう、必要に応じて工事車両に指示を

出すものとする。 
⇒連絡・指示方法は、図 3-39 工事車両への連絡・指示の方法(イメージ)参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-35 運行状況確認画面  

資機材運搬車両の 
表示アイコンイメージ 

走行中の工事車両の位置をリアルタイムに把握 

10
運転手氏名

セグメント○
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(4) 工事車両存在台数管理 
 
・施工業者（運行管理者）は、工事現場（各工区）、各仮置場、各待機場所の工

事車両存在台数を把握する。 
・施工業者（運行管理者）は、工事車両存在台数が、あらかじめ設定した閾値を

超えている箇所を把握する。 
 
・工区別、仮置場・受入先別に、工事車両存在台数があらかじめ設定した閾値を

超過している場合、赤色で表示される。 
・工事車両存在台数があらかじめ設定した閾値を超過した工区の施工業者は、適

宜、運行中の工事車両に待機指示等を行い、高速道路本線への影響（本線への

待機列の延伸）の抑制を図る。 
⇒工事車両存在台数が閾値を超過した場合の対応については、3.5 (6) 参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-36 工事車両存在台数表示画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-37 工事車両存在台数表示（閾値を超過した工区等がある場合）  

各工区、仮置場、受入先の車両存在台

数をリアルタイムに把握 

あらかじめ設定した閾値を超えた箇所は、

警告表示（赤色）される 
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(5) 渋滞・事故・交通規制情報等の収集 
 
・施工業者（運行管理者）は、JARTIC ホームページ（URL：http://www.jartic.or.jp/）

を閲覧し、工事車両の運行ルート周辺の渋滞発生状況、事故発生状況、交通規

制等の発生状況を把握する。 
 
・所定の運行ルート上での渋滞・事故・交通規制等の発生を確認した場合、施工

業者（運行管理者）は、必要に応じて工事車両に所定の待機場所での待機指示、

所定の代替ルートによる迂回指示等を行うものとする。 
・工事車両への連絡方法は、個別の工事車両に連絡する方法、指定したグループ

の工事車両に連絡する方法、全工事車両に連絡する方法の 3 タイプがあり、必

要に応じて適宜選択するものとする。 
⇒渋滞・事故・交通規制等発生時の対応については、3.5 (6) 参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-38 渋滞・事故・交通規制等の発生状況確認画面 

（JARTICホームページ URL：http://www.jartic.or.jp/） 

 
 

  

工事車両運行ルート上の渋滞・規制等の発生状況を確認 
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図 3-39 工事車両への連絡・指示の方法(イメージ)  
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(6) 渋滞・事故・交通規制等発生時の対応 
 
 発生元の高速道路合流部の下流側の区間で渋滞・事故・交通規制等が発生した

場合 
・施工業者（運行管理者）は、JARTIC ホームページより、主要な運行ルート上の

渋滞・事故・交通規制等の発生を把握する。 
・事象が継続する場合、工事車両が計画通りに退場できず、現場内の滞留台数が増

加し、高速道路本線への影響が生じることが想定される。このような場合は、工

事車両の運行状況に応じて、運転手に以下のような指示を出すこととする。 
 発生元に向かって走行している工事車両への指示 

⇒所定の待機場所での待機を指示 
 出発地を出発していない工事車両への指示 

⇒出発地での待機（出発の延期）を指示 
・事象解消後の各工事車両への出発指示（通常運行の再開）にあたっては、施工業

者間の公平性を確保するため、必要に応じて施工業者間で協議し、発出タイミン

グを決定するものとする。 
 
 
 発生元の入口（高速道路からの分流部）付近で事故・渋滞・交通規制等が発生し

た場合 
・施工業者（運行管理者）は、JARTIC ホームページより、渋滞・事故・交通規制

等の発生を把握する。 
・現場への一般道からの入退場が許容されている中央 JCT においては、状況に応

じて以下のような指示を出すこととする。 
 発生元に向かって走行している工事車両への指示 

⇒所定の代替ルートの走行（一般道からの入場）を指示 
・ただし、一般道からの現場への入退場可能な車種・台数には制限があることから、

予め工事発注者および施工業者間で対応について協議・調整した結果に基づき、

運転者への指示を行うものとする。 
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 工事車両の運行ルート上で通行止め等の規制が発生した場合 
・施工業者（運行管理者）は、JARTIC ホームページより、通行止め等の規制の発

生を把握する。 
・運行管理画面にて工事車両の走行位置を迅速に確認し、特に、通行止め等の規制

が発生している区間に向かって走行している車両に対しては、所定の代替ルート

による運行または所定の待機場所での待機を指示・誘導する。なお、代替ルート

については、あらかじめ工事発注者と協議の上、定めておくものとする。 
 

 
 仮置場または受入先の工事車両存在台数が閾値を超過した場合 
・施工業者（運行管理者）は、工事車両存在台数表示画面で、工事車両存在台数が

所定の閾値を超過した仮置場・受入先を確認する。 
・上記で確認した仮置場・受入先に向かって走行している工事車両の走行位置を確

認し、運転手に以下のような指示を出すこととする。 
 仮置場・受入先に向かって走行している工事車両へ 

⇒所定の待機場所での待機を指示 
・工事車両存在台数の超過が解消された後の待機車両への出発指示（通常運行の再

開）にあたっては、施工業者間の公平性を確保するため、必要に応じて施工業者

間で協議し、発出タイミングを決定するものとする。 
 
 
 
 

  



56 

3.6  合流支援 

 
合流支援については、高速道路脇に設置された監視台に配置される誘導員（誘導員①、

誘導員②）によって運用するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-40 合流支援の運用フロー 

 
 
 
 
 

  

誘導員① 誘導員② 施工業者（車両運転手） システムによる支援

誘導員②から無線で連絡を受
け、ウェブカメラ①の映像で当
該車両を確認する

信号が黄色に点灯するのを確
認する

ウェブカメラ③映像で特定車両
後続の一定範囲に車両がいな
いことを確認する

・合流車への発進準備指示

誘導員①から無線による連絡
を受ける

高速道路本線合流部で待機す
る工事車両の存在を無線で誘
導員①に伝える

目視により、後続車との車頭時
間が120m(6秒)以上ある車両
間隔確認点接近中の本線車
両を特定する

特定車両とその先行車（計2台
分）の特徴（色・車種等）を、無
線で誘導員②に伝える

ウェブカメラ③映像で特定車両
が検知ラインを通過するのを
確認する

特定車両と後続車の車頭時間
が6秒以上なら工事車両運転
手に発進準備指示を出す

工事車両運転手に発進指示を
出す

・合流車への発進指示

可視カメラで割り込みがないか
監視する

信号が青色に点灯しブザーが
鳴動するのを確認したら発進
する

目視により、工事車両が本線
へ合流したことを確認する

・合流部上流側の交通状況の
把握
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(1) 合流部上流側の交通状況の把握 
 
・誘導員①は、合流部上流側の交通状況を目視により確認し、後続車との車間が

所定の基準値（合流可能ギャップ）以上となる車両を把握し、その車両の特徴

（車種、色等）を誘導員②に連絡する。 
・誘導員②は、合流支援システム画面およびカメラ映像により、合流部上流側の

交通状況を確認する。 
 
・後続車との車間の基準値（合流可能ギャップ）は、「6 秒」とする。なお、基

準値（合流可能ギャップ）については、今後の工事進捗や運用方法の変更等に

伴い、必要に応じて変更するものとする。 
・誘導員②は、誘導員①からの連絡およびカメラ映像により、合流部上流側の交

通状況を確認する。 
・システムでは、合流部上流側に設置されたセンサにより、あらかじめ設定した

「検知ライン」を通過した車両を検知し、システム画面上に、検知された車両

の検知ライン通過時刻、速度、合流車発進タイミングまでの時間等の情報が表

示される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-41 合流支援システムイメージ（合流部上流側の交通状況確認時点）  

可視カメラセンサカメラ1

検知ライン

ID:099

ウェブカメラ3

検知ライン

ID:099

検知ラインを通過した車両を検出・確認

車頭距離
120mの目安

ID:098

個車計測データ 選択車線＝走行

表
示
Ｎ
Ｏ

車両
ID

通過
時刻

速度
（km/h）

合流車
発進ま
での時

間
（sec）

後方車
頭時間
（sec）

後方車
頭距離
（m）

発進タイミング
インジケーター

（sec）

０ 000099 13:00:31.00 75.0 10 ■■■■■■■■■■

１ 000098 13:00:26.00 70.0 11 5.00 97.2

２ 000097 13:00:21.00 75.0 10 5.00 104.2

３ 000096 13:00:16.00 70.0 11 5.00 97.2

４ 000095 13:00:11.00 75.0 11 5.00 104.2

５ 000094 13:00:06.00 75.0 11 5.00 104.2

リストの最上段に、新たに検知ライ
ンを通過した車両の情報が追加され
る。

合流車発進までの秒数（目安）が表
示され、合流車発進まで発進タイミ
ングインジケーターが減っていく。

検知ラインを通過した車両の、通過時刻、速度、 
合流車発信までの時間、発信タイミングインジケーター

が表示される。 
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(2) 合流車への発進準備指示 
 
・誘導員②は、センサにより検知された車両と後続車との車間が基準値（合流可

能ギャップ）以上であること確認し、車両運転手へ発進準備指示を行う。 
 
・上記（1）で検知した車両とその後続車との車間が基準値（合流可能ギャップ）

以上である場合、センサで検知された情報に基づく合流車発進までの残り時

間に応じて、発進指示タイミングまでの残り時間の秒読みが開始される。 
・秒読みが開始されるタイミングで、誘導員②は、車両運転手に発進準備の指示

を行う（ボタン操作により、車両運転手向けの信号を赤信号から黄信号に切替

える）。 
・工事車両の運転手は、信号が黄信号に切り替わったことを確認し、発進に備え

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-42 合流支援システムイメージ（発進準備指示時点） 

 
  

可視カメラセンサカメラ1

検知ライン

ウェブカメラ3

検知ライン

車頭距離
120mの目安

ターゲット車両の後続（一定
範囲）に車両がいないことを
確認する

ID:100

ID:099

ID:100

個車計測データ 選択車線＝走行

表
示
Ｎ
Ｏ

車両
ID

通過
時刻

速度
（km/h）

合流車
発進ま
での時

間
（sec）

後方車
頭時間
（sec）

後方車
頭距離

（m）
発進タイミング
インジケーター

（sec）

０ 000100 13:00:35.00 70.0 11 □□□□□□■■■■■

１ 000099 13:00:31.00 75.0 10 4.00 83.3

２ 000098 13:00:26.00 70.0 11 5.00 97.2

３ 000097 13:00:21.00 75.0 10 5.00 104.2

４ 000096 13:00:16.00 70.0 11 5.00 97.2

５ 000095 13:00:11.00 75.0 11 5.00 104.2

後続車が検出されない間は発進タイ
ミングインジケーターのカウントダ
ウンが表示され続ける

5, 4, 3,…
発進タイミングインジケーターにし
たがって、合流車発進までの時間が
ゼロになるまでカウントダウンの発
話が行われる。

後続車との車頭時間が所定の値以上のとき、

合流車発進までの秒数に応じて、秒読み 
（カウントダウン）を開始 
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(3) 合流車への発進指示 
 
・誘導員②は、秒読みがゼロになったタイミングを参考に、車両運転手への発進

指示を行う。 
・車両運転手は、発進指示を受け、車両を発進させる。 
 
・合流車発進までの時間に応じた秒読みが「ゼロ」になるタイミングにあわせて、

誘導員②は、車両運転手に発進指示を行う（ボタン操作により、車両運転手向

けの信号を黄信号から青信号に切り替える）。 
・なお、秒読み中、誘導員②は、カメラ映像を確認し、カメラ映像の範囲内で割

込み等が発生したことを確認した場合は、発進指示の発出を中止する（車両運

転手向けの信号を赤信号に切り替える）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-43 合流支援システムイメージ（合流指示時点） 

 
 

  

可視カメラセンサカメラ1

検知ライン

ウェブカメラ3

検知ライン

車頭距離
120mの目安

ID:101

ID:100

後続車の接近や車線変更等によ
る割り込みがないか確認

個車計測データ 選択車線＝走行

表
示
Ｎ
Ｏ

車両
ID

通過
時刻

速度
（km/h）

合流車
発進ま
での時

間
（sec）

後方車
頭時間
（sec）

後方車
頭距離

（m）
発進タイミング
インジケーター

（sec）

０ 000101 13:00:42.00 70.0 11 □□□□■■■■■■■

１ 000100 13:00:35.00 70.0 11 7.00 136.1 □□□□□□□□□□□

２ 000099 13:00:31.00 75.0 10 4.00 83.3

３ 000098 13:00:26.00 70.0 11 5.00 97.2

４ 000097 13:00:21.00 75.0 10 5.00 104.2

５ 000096 13:00:16.00 70.0 11 5.00 97.2

リストの最上段に、新たに検知ライ
ンを通過した車両(ID: 101)の情報が
追加される

後続車(ID: 101)との車頭時間が算出
され、６秒以上の場合、カウントダ
ウンが継続する。

0!
ターゲット車両の発進タイミングイ
ンジケータが０になるまで待機。
０になったら発進指示を発出。

合流車発進までの秒数に応じた秒読み

（カウントダウン）がゼロになる 
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(4) 合流の確認 
 
・工事車両が、高速道路本線に合流する。 
・誘導員②は、目視により、工事車両が高速道路本線に安全・円滑に合流したこ

とを確認する。 
 
・誘導員②は、車両運転手へ合流指示を行った後、引き続きカメラ映像を確認し、

カメラ映像の範囲内で割込み等が発生したことを確認した場合は、必要に応

じて車両運転手への注意喚起を行う。 
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3.7  トレーサビリティ管理 

 
トレーサビリティ管理の業務フローを以下に示す。トレーサビリティ管理に関する

業務項目については、一次運搬、二次運搬の実施状況にあわせて、適宜実施するものと

する。 
トレーサビリティ管理の関係者は、施工業者（運行管理者）、施工業者（試験担当者）、

仮置場管理者となる。試験結果の記録にあたっては、施工業者内の運行管理者と試験担

当者で連携して行うとともに、仮置場の利用状況を適切に把握するため、仮置場管理者

と連携するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-44 トレーサビリティ管理の業務フロー 

 
 
 
 
 

  

施工業者（運行管理者）仮置場管理者 施工業者（試験担当者） 施工業者(車両運転手） システムによる支援

一次運搬

（車両運行管理のフロー参照）

仮置場区画ごとに土壌試料の

試験・分析を行う

試験結果を記録する

・仮置場区画の管理

・判定結果の登録試験結果を確認し、必要に応

じて運搬計画を修正する

（運搬計画のフロー参照）

仮置場区画の利用状況を確

認する

所定の仮置場区画へ発生土を

降ろす

搬入が完了した仮置場区画

へ、工事車両が進入しないよ

う、仮置場区画を適切に管理

する

二次運搬

（車両運行管理のフロー参照）

仮置場へ入場する

発生土を積載し、トラックス

ケールで計量する

運搬結果を取りまとめ、確認す

る

・トレーサビリティの確認

仮置場へ入場する
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(1) 仮置場区画の管理 
 
・仮置場管理者は、仮置場区画ごとの発生土の搬入状況を確認する。 
・仮置場管理者は、搬入が終了した仮置場区画がある場合（仮置場区画が満杯と

なった場合）、当該仮置場区画を使用している施工業者に電話連絡し、仮置場

管理者と施工業者間で仮置場利用状況を共有する。 
・二次運搬（仮置場から受入先への搬送）において、仮置場区画からの搬出が終

了した場合、仮置場管理者は、仮置場区画からの搬出が終了した旨をシステム

に登録し、当該仮置場区画を使用している施工業者に電話連絡し、仮置場管理

者と施工業者間で仮置場利用状況を共有する。 
 
・仮置場管理者は仮置場区画ごとの搬入状況を随時確認し、一次運搬において搬

入が終了した仮置場区画がある場合、当該仮置場区画を使用している施工業者

へ、搬入終了を連絡する。 
・仮置場管理者は、施工業者へ搬入終了を連絡した後は、当該仮置場区画へ車両

が流入しないよう、適切に管理するものとする。 
・仮置場管理者は、仮置場区画ごとの搬入状況を随時確認し、二次運搬おいて搬

出が終了した仮置場区画がある場合、搬出終了をシステムに登録するとともに、

当該仮置場区画を使用している施工業者へ、搬出終了を連絡する。 
・施工業者は、仮置場管理者から仮置場区画からの搬出終了の連絡を受けた場合、

仮置場区画の利用状況を確認し、必要に応じて仮置場区画の利用計画を更新す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 3-45 仮置場区画ごとの利用状況表示画面  

・仮置場区画の利用状況を確認する 
・搬出が完了した仮置場区画がある場合、仮置場管理者は、

「搬出終了」を登録する。 
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図 3-46 各仮置場区画の利用計画（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-47 各仮置場区画の利用計画の変更画面 

 

 

 

  

必要に応じて仮置場区画の利用計画 
（工事別の仮置場区画の搬入順序等）を

更新する 

E F GD

A B C

A、B、C 区画は○○○工事でしか使わない

D、E、F、G 区画は×××工事でしか使わない

A→B→Cの順に搬入する

D→E→F→Gの順に搬入する
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(2) 判定結果の登録 
 
・施工業者は、仮置場区画ごとに行う発生土の判定結果を、システムに登録する。 
 
・仮置場区画ごとに、「カドミウム」、「六価クロム」、「水銀」、「セレン」、「鉛」、

「砒素」、「ふっ素」、「ほう素」、「pH（溶出液）」、「土懸濁液の pH 試験」

等の判定作業を行う。 
・判定結果を所定の様式で作成する。 
・施工業者は、作成した判定結果を交通マネジメントシステムに登録する。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-48 判定結果登録画面 

 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-49 判定結果確認画面  

仮置場区画を 
一覧表示 

判定結果の詳細表示 

判定事業者情報を入力、判定結果ファイルを指定し、 
「登録」をクリックして登録する。 
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(3) トレーサビリティの確認 
 
・発生元、仮置場、受入先の搬出・搬入記録や運搬中の経路、仮置場での判定結

果等の交通マネジメントシステムに収集した情報は、電子管理票として登録・

保管することにより、発生土のトレーサビリティを確保する。 
 
・発生元、仮置場、受入先の搬出・搬入記録や運搬中の経路、仮置場での判定結

果等を交通マネジメントシステムに登録・保管し、必要に応じて帳票出力を行

う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-50 運搬実績の帳票出力画面 

 
 

仮置場区画 
ごとに帳票出力 
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図 3-51 帳票（搬出土壌管理表）イメージ(1/2)  
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図 3-52 帳票（搬出土壌管理表）イメージ(2/2) 
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(4) 車両運行実績管理 
 
・施工業者（運行管理者）は、GPS データに基づき、任意の工事車両の運行履歴デ

ータを地図上に表示し、確認する。 
 
・施工業者（運行管理者）は、所定の運行ルートの遵守状況を事後的に確認できる。

また、ここでの確認結果は、所定のルートを外れて走行した工事車両の運転手等に

対しての指導等に活用できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-53 個別車両の運行実績確認画面  

指定した車両の運行経路 
（GPS データに基づく実績）を 
地図表示 

運行実績を確認する車両を指定 

１走行ごとの詳細情報を表示 
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(5) ETC2.0 データ管理 
 

① ETC2.0 プローブデータの登録 
 
・ETC2.0 対応車載器を搭載した工事車両の ETC2.0 プローブデータを収集し、

交通マネジメントシステムに取り込む。 
・ETC2.0 プローブデータの登録は、システム保守業者が行うものとする。 
 
・ETC2.0 プローブデータを定期的に収集し、システムに登録するものとする。 
・なお、ETC2.0 対応車載器は、当面は一部の工事車両に搭載し、試行的に運用

することを想定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-54 ETC2.0プローブデータ登録画面  

「取込」をクリック後に表示される登録画面にてファイルを選

択して「登録」ボタンをクリックして登録する 
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② 工事車両の運行履歴・挙動履歴の確認 
 
・施工業者（運行管理者）は、ETC2.0 プローブデータに基づき、任意の工事車

両の運行履歴データおよび挙動履歴データを地図上に表示し、確認する。 
 
・工事車両の急ブレーキ等の挙動の発生状況を把握するとともに、必要に応じて

工事車両の運転者に対して注意喚起・安全指導等を行い、安全運転の遵守に努

めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-55 運行履歴・挙動履歴確認画面 

 
 
 

  

ETC2.0 プローブデータに基づく走行実績、 
挙動（急ブレーキ等）発生実績を表示・確認 
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3.8  運行実績のフィードバック 
実運用時の車両運行実績データを活用することにより、高速道路本線交通を阻害せ

ず、かつ、現場での滞留台数超過や施工遅延を生じさせないような最適な工事車両需要

調整や、合流部流入調整の精度向上等を図るものとする。 
車両運行実績データの種類および活用方法については、以下のようなものが想定さ

れる。 
 
＜車両実績データ＞ 

・各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ） 
・各工事車両の ETC 通過情報データ 
・工事車両需要調整における日別時間帯別の合流可能台数（試算値） 
・センサーデータに基づく日別時間帯別の合流可能ギャップの出現状況（実績値） 

 
＜データ活用方法＞ 

・工事現場内車両存在台数管理の最適化に資する車両運行計画の作成 
 使用するデータ： 

各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ） 
ETC 通過履歴データ 

 活用方法： 
上記のデータより、各工事車両の工事現場内の滞留時間分布を整理する。

それにより、各作業における標準的な現場内滞留時間を把握できる。 
標準的な現場内滞留時間を継続的に把握・整理することにより、工事運用

計画策定時に、現場内滞留時間を考慮した上で、現場内車両存在台数があ

らかじめ定めた閾値を超えないような運行計画の策定が可能になると考

えられる。 
 
・合流台数（実績値）を踏まえた車両需要調整による車両運行計画の実現性の向上 
 使用するデータ： 

各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ） 
 活用方法： 

各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ）より、日別・時間帯別

の高速道路本線への工事車両の合流台数（実績値）を整理する。それによ

り、工事車両運行計画において、合流台数の実績値に応じた合流可能台数

を設定することにより、より現実に即した工事車両運行計画を作成する

ことが可能となると考えられる。 
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・合流台数(実績値)を踏まえた運用方策の改善（合流支援） 
 使用するデータ： 

各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ） 
センサーデータに基づく日別時間帯別の合流可能ギャップの出現状況

（実績値） 
 活用方法： 

各工事車両の走行実績データから、日別・時間帯別の高速道路本線への工

事車両の合流台数（実績値）を整理する。これに加えて、合流支援システ

ムでセンサーデータより、日別・時間帯別の合流可能ギャップの出現状況

を整理する。 
これらのデータを照らし合わせて分析することにより、合流可能ギャッ

プをより網羅的に有効活用するできるようにするための運用改善検討を

行うことができる。それにより、工事車両運行の更なる円滑化、合流台数

の増加が期待される。 
 

なお、交通運用システムでの各工事車両の走行実績データ（GPS 履歴データ）のダ

ウンロードイメージは以下の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-56 各工事車両の走行実績データ（GPS履歴データ）ダウンロード画面  

チェックを入れて「位置情

報出力」をクリック 
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3.9  保守対応発生時の業務フロー 

 
交通マネジメントシステムの運用中、施工業者が使用する機器の不具合等により、

システム保守担当者へ保守対応依頼を行う場合においては、以下に示すフローの通

り、施工業者、発注者（工事の発注者、JCT における代表発注者）、システム保守

業者間で連携して調整を行うものとする。 
施工業者は、保守対応を依頼する際、発注者へ事象を報告し、事象の発生状況お

よび対応状況について発注者と施工業者間で共有するものとする。また、保守対応

完了後（事象の解消後）においても、発注者へ報告するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-57 保守対応発生時の業務フロー 

 
 
 

 

発注者（JCTにおける代表発注者） 発注者（工事発注者） システム保守業者 施工業者（JV）

機器の不具合を把握

機器の不具合発生を報告機器の不具合発生の報告を受

ける

保守対応を依頼保守対応依頼を受付け

保守対応を実施 保守対応を受け、不具合の解

消を確認

保守対応実施結果を報告する保守対応結果報告を受ける

機器の不具合解消の報告を受

ける

機器の不具合解消を報告
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